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［要約］ 

工種別の標準耐用年数の超過割合の経年変化から、農業水利施設の現状（2018年時

点）の健康診断を試行しました。土木学会の指標では、主に構造機能の中の変状に着

目して診断されています。ここでは、標準耐用年数の超過割合を指標に、土木学会の

診断事例を参考にして「機能診断調査の必要性」を診断します。なお、貯水池や取水

堰などの重要構造物については、耐震性や強靭性などの性能照査も重要と考えます。 

 また、農業水利施設では社会や受益者などからの水理・水利用機能に関する要求性

能に対応する観点からの対策も重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   　　(2018年時点）

診断対象 施設の健康度
保全管理体制に
よる将来予測

評価理由

農業水利施設（全体）
C

要注意
農業水利施設全体では長年のストックマネジメント事業の推

進により現状が維持されている。

①貯水池（農業用ダム）
B

良好

標準耐用年数（80年）を超過した割合は10%であり継続的な

ダムの保全管理により堤体は良好な状態が維持されている。

なお、ゲートなどの機械設備や電気・通信設備で構成される

付帯施設については耐用年数が短いことから適時・的確な機

能保全対策が必要である。

②取水堰（頭首工）
C

要注意

計画的にストックマネジメント事業が行われていることから

現状が維持されいる。なお、取水堰に付帯するゲート設備等

耐用年数が短い設備については適時・的確な機能保全対策が

必要である。

③基幹的水路

　内）開水路（コンクリート製）
C

要注意
計画的にストックネジメント事業が行われていることから現

状が維持されいる

　内）パイプライン
C

要注意
計画的にストックネジメント事業が行われていることから現

状が維持されいる

④水門等、管理施設
C

要注意
計画的にストックネジメント事業が行われていることから現

状が維持されいる

⑤用排水機場
C

要注意
計画的にストックネジメント事業が行われていることから現

状が維持されいる

　　　　　　現状の保全管理体制が続けば改善に向かうと予想

現状の保全管理体制が続けば現状維持される

現状の保全管理体制が改善されない場合悪化すると予想

（注釈）
（土木学会準拠）
＊Dでは補強を含む

農業水利施設健康診断(要約）
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はじめに 

（公社）土木学会が 2016年から取り組んでいる「社会インフラ健康診断」への取り

組みに対する連携の申入れを 2018年 11月に農業農村工学会事務局が受け、その後、

当会研究部会長会議等で対応について検討を重ね、2020年 4月より本格的に農業農村

工学分野における「社会インフラ健康診断」の取り組みを開始した。 

これまでの当会における経緯と取り組みは以下のとおりである。 

 

（これまでの経緯） 

１．土木学会からの検討依頼 

（１）2018年 11月 26日：土木学会社会インフラ健康診断特別委員会幹事中村光名古 

屋大学教授、農村道路研究部会長（当時）鈴木哲也新潟大学教授、小泉 健専務 

理事、中 達雄事務局長との意見交換 

（２）2018年 12月 17日：土木学会社会インフラ健康診断特別委員会委員長名で、検 

討依頼文書が当学会に届く 

（３）2019年１月 29日：農林水産省農村振興局水資源課施設保全管理室（ストマネ担 

当）に対し、土木学会からの検討依頼についての状況を説明 

（４）2019年 3月 19日：土木学会中村光教授へメールにて当学会内で検討を進めるこ 

   とを連絡 

２．農業農村工学会の対応（2019年 5月以降） 

（１）研究部会長会議で土木学会からの検討依頼を紹介（2019年 5月 17日） 

   ・土木学会と連携して取り組むことを了解 

（２）農林水産省農村振興局水資源課施設保全管理室へ状況説明 

 ・農業水利ストック情報データベースについて情報交換 

（３）「社会インフラ健康診断」特別委員会（2019年 11月 28日）に学会事務局がオブ 

ザーバーとして出席 

 

（農業農村工学会の試行版作成の取り組み） 

農業水利施設のストックマネジメントについては、農業農村工学分野において学術お

よび事業面において多くの実績と蓄積があり、また、2015年に土木学会の書籍「社会イ

ンフラ メンテナンス学」（平成 27年 12月 1日発行）の出版において農業水利部門とし

て協力するなど土木学会と本課題については連携を深めてきた。当分野としても農業水

利施設などの農業生産基盤（社会資本）の老朽化問題に対応する機能保全や更新整備は

緊急かつ重要な課題である。このため、社会への説明責任から土木学会の社会インフラ

健康診断の取り組みは農業農村工学会としても有意義なものと考える。 

 したがって、2020年１月以降、「社会インフラ健康診断」の試行的な取り組みのため 
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に、①農林水産省農村振興局水資源課施設保全管理室に対しての農業水利施設の点検結 

果の開示状況の聞き取り、②農業農村工学会内検討体制の構築（委員委嘱は、2020年 

4月 1日付け）、③作成協力委員（チーム）として、宮城大学 北辻政文教授、新潟大学 

鈴木哲也教授、宮崎大学 稲垣仁根教授に依頼、④オブザーバーを農林水産省農村振興 

局水資源課施設保全管理室課長補佐に依頼するなど体制を整備した。その後、事務局 

において、農林水産省開示資料および学会誌関連報文資料より農業水利施設部門の健康 

診断の試行案を各委員とオブザーバーからの助言の基に作成した（2020年 3月）。 

また、土木学会へも資料提供し、2020年 4月 8日（水）に開催された特別委員会にお 

いて農業農村工学分野の試行案について検討を頂いた。 

 以上の経緯を踏まえ、2020 年度（第 69 回）農業農村工学会大会講演会（Web 大会、

８月 25 日（火）～８月 27 日（木））を機会に農業水利施設の更新・整備の必要性の国

民への理解を醸成することを目的に農業農村工学分野における「社会インフラ健康診断

書」（農業水利施設部門、2018年時点）試行（2020年 8月版）の開示を行った。 

その際の意見を反映しての若干の修正を行い、この度学会ホームページにおいても開

示することとした。 

 なお、今回の健康診断の試行は、各施設の標準耐用年数の超過割合から、マクロ的に

「機能診断調査の必要性」を診断したものである。今後は、さらに関連するデータを収

集、分析し構造機能の診断などを踏まえた実用的な健康診断を進める考えである。 

会員および関係各位からの忌憚のないご意見、ご助言をいただければ幸いである。 

 

                         2020年９月 

公益社団法人 農業農村工学会 
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１．農業水利施設とは 

・農業水利は水田や畑地の用排水状況を整える最も基本的な用水利用活動であり、そ 

の活動に必要な農業水利施設はわが国の食料供給と農業・農村の多面的機能の発揮 

に不可欠な国民的資産です。 

・この活動の基盤となる貯水池（農業用ダムなど）、頭首工（取水堰）、用排水機場 

および用排水路などの多様な工種から構成されるシステムが社会インフラとしての 

農業水利施設です。   

 

 

 

 

 

 

〇農業水利施設をめぐる状況 

・農業水利施設の相当数が戦後から高度成長期にかけて造成・整備され、現在、その 

1/4（2017年度）が標準耐用年数を超え老朽化などが懸念されます（図-1）。 

・これら農業水利施設の老朽化などに伴い農業用パイプラインの漏水事故も増加傾向 
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にあり、農業用水の供給や安定的な農業生産などに支障をきたしています。 

・農業用水の安定供給と農業水利施設の果たすべき機能を発揮させるために、適切な 

保全管理（ストックマネジメント）が緊急かつ重要な課題となっています。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．農業水利施設のストックマネジメント 

・農業水利施設の保全・管理については、それまでの関連する事業から 2005（平成 

17）年度に策定された「食料・農業・農村基本計画」において「農業水利施設等の 

適切な更新・保全管理」が政府の大きな施策として初めて位置づけられました。 

・2007（平成 19)年度以降、本格的に関連する水利施設のストックマネジメント事業 

が創設されました。  

・国土強靭化などを背景に老朽化した農業水利施設の長寿命化のために、 2020年度 

の国の予算（事業）では 125,670百万円が計上されています。この予算措置と農家 

の方などの負担により、点検・診断に基づく補修・更新等を適時・的確に実施する 

としています。なお、事業主体が国の場合、2/3等が国の負担となります。 

 

  〇農業水利施設のストックマネジメントとは 

・施設の日常管理・運用段階から、機能診断を踏まえた対策の検討・実施とその後の 

評価、モニタリングまでをデータベースに蓄積された各種データを活用して進める 

ことにより、リスク管理を行いつつ施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減 

を図る技術体系と管理手法の総称です(図-2）。 

図－１ 農業水利施設の標準耐用年数の超過状況 

         （農林水産省調べ、2017 年度）   
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・本保全・管理により、①施設の長寿命化、②リスクの抑制、③修繕費用の低減、④ 

更新費用の低減が可能となります。 

・事業の効率的実施や最新技術などの積極的な導入を図る観点から「機能保全の考え 

方」を整理した手引き（工種別編）が、2009(平成 21年)年度の「パイプライン」 

から順次策定・改訂されてきました。また、関連技術として「農業水利施設の長寿 

命化のための手引き」なども整備されています。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇農業水利施設のストックマネジメント技術体系 

・農業農村工学分野では農業水利施設の補修・更新などを適時・的確に実施するため 

に、施設の機能保全の基本的な考え方と技術体系を構築して国・県などの事業や各 

機関で実施される研究・技術開発の場面で適用を図っています。これまで、約 10年 

以上の運用実績を重ねてきています。 

・基本的考え方では、「①性能管理手法の導入、②健全度指標の定義（表-1）、③機 

能保全コストの定義、④データベースの構築」を基本にしています（参考図）。   

 

（参考図）ストックマネジメントの基本的考え方 
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〇健全度指標と水理・水利用機能などとの総合的機能診断 

 ストックマネジメントでは、ア）主に構造機能の劣化状況の「健全度指標」（表－

１）による評価と、イ）水理・水利用機能の評価を併行して行う２つの流れとなって

います。    

 

３．農業水利施設の健康診断（試行） 

〇農業水利施設の健康診断（標準耐用年数の超過割合によるマクロ的評価） 

・農業水利施設の工種は多様であり、その構成要素も土、コンクリート、鉄筋、鋼 

材、各種機器など多種・多様な材料などから構成されています。 

基幹的水路の総延長は 5万 km以上にも達します（表-2）。 

（出展：農林水産省 HP） 

注）「基幹的農業水利施設」とは、農業用・用排水のための利用に供される施設で、その受益面積が 

100ha 以上のものである。 

 

 

表-2　 全国の基幹的農業水利施設数・水路延長（2018年）

うち

パイプライン

        　  (km)

1,289 1,951 51,093 17,397 2,953 1,104 285

管理設備

（カ所）

貯水池

（カ所）

取水堰

（カ所）

基幹的

  水路

　　（km)

用排水

機場

（カ所）

水門等

（カ所）
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・ここでは、各工種の標準耐用年数の超過年数から健康診断を試行します。なお、標 

準耐用年数の超過が、必ずしも老朽化やその構造機能などの低下に相関しないこと 

にも留意する必要があります。 

・表-3 に各工種の標準耐用年数超過施設割合の現状(2013年,2018年）と将来予測 

（2023年）を示しました。 

・標準耐用年数の長短を反映して、2023年までに、貯水池が 11%、頭首工（取水堰） 

 と水路（開水路とパイプライン）が 51%～58%、そして、用排水機場、水門等および 

管理設備が 81%～92%、それぞれ標準耐用年数を超過します。対策を講じない場合、 

今後標準耐用年数を超過する施設は着実に増加すると考えられます。     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             

（出典：農林水産省 HP） 

 

〇農業水利施設の標準耐用年数の超過割合からの健康診断の試行 

・表-3 に示す工種別の標準耐用年数の超過割合の経年変化から、現状（2018年時点） 

での健康診断評価を図-3 に示します。土木学会の指標では、主に構造機能の中の変 

状に着目して評価されています。ここでは、標準耐用年数の超過割合を指標に、土 

木学会の診断事例を参考にして機能診断調査の必要性を診断します。 

なお、貯水池や取水堰などの重要構造物については、耐震性などの性能照査も重要 

と考えます。また、水利施設では社会や受益者などからの水理・水利用機能への要 

求性能に対応する観点からの対策も重要です。 

注）標準耐用年数：土地改良事業における経済効果算定に使用する諸係数の一つ（農林水産省）。 

ここでは、機能診断調査の必要性の目安とします。工種ごとの標準耐用年数は、 

貯水池；80 年、取水堰；50 年、水路；40 年、水門；30 年、用排水機；20 年で 

ある。 
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〇農業水利施設の健康診断（案）：標準耐用年数超過割合による各工種の評価 

(2018年時点、図-3) 

・本試行では、2018年時点をベースに経済的指標である標準耐用年数によりマクロ的 

に診断する。現時点では工学的な診断まで踏込む段階ではないことから、機能診断 

調査の必要性を判断する（A,B,Cまでの３段階の評価を行う）。 

・貯水池（ため池を除く農業用ダム）で、標準耐用年数を超過した割合は 10%であ 

り、堤体は B（良好）と判断できます。これは、耐用年数が長期（80年）の堤体 

（コンクリート材、ロック[石・礫]・コア[土]材）を対象に診断したものです。ダ 

ムは川を締切る堤体のほか、洪水吐、取水設備、放流設備および管理設備などの付 

帯設備から構成されています。付帯設備は、ゲートなどの機械設備や電気・通信設 

備で構成されており堤体に比較して短い標準耐用年数であることから適時・的確な 

機能診断と補修・更新などの機能保全が必要です。また、地震や豪雨などの昨今の 

大規模災害に対応する耐震化や強靭化などの対策も必要です。 

・取水堰と水路（開水路とパイプライン）については、計画的にストックマネジメン 

ト事業などで機能保全が図られています。しかし、現状の保全管理体制が継続され 

ても 2023年には、超過割合が 50%以上に増加することが危惧されます。また、取 

水堰に付帯するゲート設備や水門等、管理設備および用排水機場（ポンプ設備等） 

については、機械電気設備であり、他の工種と比較して耐用年数が短いことが特徴 

です。また、これらの施設は、用水の確保や農地の排水機能の維持のために不断か 

つ常時機能する必要があり、農地や地域の防災面においても持続的な保全管理とこ 

の取組みに対する社会の理解が不可欠です。以上から C(要注意）と判断します。 

 

４．農業用パイプラインの突発的漏水事故 

〇農業水利施設の突発事故 

・老朽化する施設の増加に伴い突発事故（災害以外の原因による施設機能の損失）が 

図-3 農業水利施設の標準耐用年数超過割合からの健康診断試行（2018年時点） 

健康診断指標
A

健全

B

良好

C

要注意

D

要警戒

E

危機的

本試行での評価
標準耐用年数超過割合

10%未満　⇒　健全

同左、10%以上・20%未満

⇒　継続的な機能診断調査

が必要な状況

同左、20%以上　⇒　計画的か

つ速やかな機能診断調査が必要

な状況

本試行診断では対

象外

本試行診断では対

象外

対象工種

（2018年ベース）
貯水池

取水堰、基幹的水路、用排水機

場、水門等、管理設備
― ―

（備考）

土木学会独自

ほとんどの施設で変状が

生じていない状況

ある程度の施設で、変状が進

行している状況

少ない数の施設で変状が進行し、

早めの補修が必要な状況

多くの施設で変状が

顕在化し、補修など

の対策が必要な状況

全体的に変状が進行

し、早急な対策が必

要な状況

施設の健康度
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増加し、その中で農業用パイプラインの漏水事故が全体の約７割を占めています。 

次に用水機場と排水機場の順です。機場関連では用排水機の標準耐用年数（20年）

が短いことを考慮すると機械設備や電気設備の老朽化が要因と想定されます。 

・高圧のパイプラインの漏水事故は、農業生産に与える影響ばかりではなく人命や財 

 産に与える影響も甚大であることからその保全管理が急務です。 

・パイプラインが本格的に導入されたのが 1970年代後半からで、全国に 17,397kmの 

延長があります。また、農業用に利用される管種は多様であり、鋼管、ダクタイル 

鋳鉄管、硬質塩化ビニル管、各種コンクリート管および強化ブラッスチック管など 

から構成されています。今後は管種ごとの評価が必要です。  

・農業用パイプラインを含めた農業水利施設の突発事故履歴については、農林水産省 

からデータが開示されています「農業水利施設に係る突発的事故の発生状況調査（農林水産省 

水資源課）」。図-4に農業水利施設の突発事故件数の経年変化を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇農業用パイプラインなどの健康診断（案） 

・水路（開水路とパイプライン）は、標準耐用年数の超過割合から、C(要注意）と判 

断しました。 

・25年間のパイプラインの年間突発事故発生件数が整理されています（図-4)。時間 

的な推移を見ると、 平成 23(2011)年頃までは年ごとの微増傾向にはあるものの、 

年間 200件～600件の間で推移しました。しかし、それ以後、漏水事故が急増して 

最近では、年間約 1千件～ 1千 5 百件以上の事故を記録しています。 

・社会インフラの整備については、長期的な視点からの計画的な予算措置が必要であ 

ると考えられます。   
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５．農業農村工学分野における関連する新技術の動向 

〇突発事故が多発する農業用パイプラインおよび機場の保全管理のあり方 

・地下に埋設されているパイプラインおよび機場における用排水機などの機械設備や 

電気設備については、日常の目視点検ではその劣化などを把握することが困難な特 

性があります。 

・このため、農業農村工学分野ではこれらの施設の予防保全などの観点から最新技術 

を応用した監視・診断技術を開発し実用化にむすび付けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇補修・補強などの対策技術の開発 

・パイプラインは、これまでの技術の進歩を反映して、多種・多様な管種や工法が採 

用されてきました。このため、補修・補強や更新整備においても、対応する多くの 

対策技術を開発する必要があります。 

・パイプラインの漏水事故を未然に防止する安全施設の技術開発も行われています。 

・これら、機能保全のための事業予算のほかに事業を技術面から支える技術開発予算 

についても十分な確保が必要と考えられます。    

 

トライボロジー（潤滑油などの性状の変化の診断）によるポンプの劣化診断技術   
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○ストックマネジメント技術の高度化 

・機能の適切な保全に必要となる技術（事故等の要因調査、診断技術の適用と評価、 

対策工法の適用と評価、リスク評価の実証調査）を現地での実践を通して向上させ 

て、ストックマネジメント技術の高度化を図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．ストックマネジメントの課題と展望 

10年以上におよぶ農業水利施設に対するストックマネジメント（機能保全）の取り

組みも、取り巻く諸情勢による見直しや関連する最新技術（ICTなど）の導入による

拡充などをつねに図る努力が必要であり、農業や農業水利に対する国民的理解も重要

な要件です。  

〇蓄積したデータベースの活用 

・ストックマネジメント事業の創設と同時にデータ蓄積の重要性から、国で関連する 

データベースが構築されてきました（図-5）。 

・造成主体や管理主体が保有するデータなどが一元的に蓄積され活用することが可能 
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となっています。 

・今後は、このデータが国民的財産であると認識し、データが分析・加工され、広く 

情報発信が進むことが期待されます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

〇事業制度のさらなる拡充 

・2006年度以降、初版が策定されてきた「機能保全の手引き」は、2015年から改訂が 

 はじまりました。 

・2018年度からは、2003年度以降 

 に創設された「国営造成水利施設 

保全対策指導事業」などを再編す 

るかたちで、耐震診断を含む機能 

診断、技術の高度化や防災減災な 

どへの取り組みを可能とする事業 

の拡充が行われました（図-6）。 

・農業の競争力強化やこれを支える 

農業水利施設などの社会資本の保 

全のため引き続き不断の技術開発 

や事業実施が不可欠です。  
図-6 ストックマネジメント関連事業   

図-5 農業水利ストック情報データベースを有用なツールとする

機能保全の取り組み 



15 

 

 


